
お詫びと訂正

◎本誌の 15 ページ（安井明彦氏論文中）に，制作上のミスにより以下のような修正漏れが生じました。ご執筆
いただいた安井氏および読者のみなさまにはたいへんご迷惑をお掛けいたしました。申し訳ございません。お詫
びして訂正させていただきます。（編集部）

１）左段上から５行目から下から５行目までを以下のように差し替える。

米国救済計画法の規模は，過去の政権の主要な取り組みと比較しても大きい。バイデン政権下で成立した米
国救済計画法は，2021 年度から 30 年度の累計で，約 1 兆 9,000 億ドルの規模がある。これに対し，トラン
プ政権の主たる成果である大型減税は，10 年間で約 1 兆 5,000 億ドルの規模だった。同様の危機対応という
観点では，近年では 2009 年にオバマ政権が実施した金融危機対策があげられるが，その総額は 10 年間で約
8,000 億ドルにとどまっていた。
　米国救済計画法は，対策の内容においても，トランプ政権下での取り組みを引き継いでいる面がある。例え
ば米国救済計画法では，トランプ政権下で導入された失業保険給付の増額が延長されている。家計に対する現
金給付の実施も，その規模などは異なるが，トランプ政権下で二度にわたって行われてきた対策を踏襲している。
　その一方で，バイデン政権による財政を通じたコロナ禍への対応には，2 つの点でトランプ政権との違いが
ある。

２）左段下から４行目の冒頭 　　第二の　→　第一の

３）右段下から２行目の冒頭 　　第三の　→　第二の

＊なお，修正後の論文全文のPDFは，下記からダウンロードいただけます。
　　http://www.world-economic-review.jp/doc/wer_202101_yasui.pdf
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